
2019年４月から全都道府県で運用を開始したことによって、

全ての地方公共団体からの情報発信が可能な体制が整いました

地方公共団体等が発出した避難指示や避難勧告といった災害関連情報を
はじめとする公共情報を放送局等多様なメディアに対して一斉に送信すること
で、災害関連情報の迅速かつ効率的な住民への伝達を可能とする共通基盤です

Ｌアラートの利用状況

Ｌアラート利用者※

 全国47都道府県約1,700市町村が
Ｌアラートに発信

 730以上のメディアが情報伝達者とし
て加入(そのうちシステム接続している
情報伝達者は約300）

※2020年3月現在

出典元：静岡県の訓練の様子
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Ｌアラートのメリット【自治体】

 直接広報（防災行政無線や緊急速報メールなど）では情報が届かない人への
代替伝達手段となります。

 多様なメディアそれぞれに対応することなく、緊急性の高い情報を、多様な
メディア経由で地域住民に情報伝達することができます。

 Lアラートを通じて隣接する地方公共団体等を含め、地域の災害状況等を即時
に把握できるようになります。

Ｌアラートへの情報発信数



一般財団法人 マルチメディア振興センター（FMMC）
http://www.fmmc.or.jp/commons/index.htmlURL

お問合せ

※「Ｌアラート®」は、総務省及び一般財団法人マルチメディア振興センターの登録商標です。（登録第5802710号)

Ｌアラート全体イメージ

自治体の皆様へのお願い

近年、想定を超える災害が頻発しており、Lアラートを活用した情報配信が、
災害情報インフラとしてさらに重要になってきています
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住民が求める情報を少し
でも早く届けられるよう
迅速に情報を発信

メディア側でのデータ
補正がいらない正確な
情報発信

災害時の生活支援情報
の積極的発信
（情報種別：お知らせ）
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災害時の指示等 防災システム 海上保安庁

国土交通省

各地方整備局
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市町村 都道府県 中央省庁等 ライフライン等
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